
2021年4月1日

厚生労働省医政局医事課

医師等医療従事者働き方改革推進室

室長補佐 藤川 葵
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日本医師会
評価受審のポイントおよびＣ-２水準に関する説明会

～今ある地域医療を守り、未来の医師の健康を守るために～



医師の働き方改革の制度について



日本では

いつ、どこにいても必要な医療が受けられる社会

を守るため、医療者が日々努力を重ねています。

我が国の医療と医師の働き方



しかし、その社会は

医師の長時間労働によって支えられています。

我が国の医療と医師の働き方



長時間、医療現場と向き合う中で
こんな事を考えることはありませんか？

休んだり、自分の時間も
大切にしたいな

助けてもらえそうな
業務はシェアして

いきたいな

我が国の医療と医師の働き方



先生疲れてそうだな…
今日の私の手術、
大丈夫かな…。

先生しかできる人は
いないのかな…

診察が早く終われる
ようにしないと、

先生も休めないよな…

患者さんも不安に感じているかもしれません。

我が国の医療と医師の働き方



日本の医療を取り巻く状況は…

高齢者の増加に伴う

医療需要の高まり

患者さんの
生活や健康状態に合わせた

総合的な医療の提供

生活習慣病・悪性腫瘍治療を
中心とする

医療ニーズの変化

我が国の医療と医師の働き方



少子高齢化が特に進む地域では、

医療従事者全体のマンパワーが不足
していきます。

我が国の医療と医師の働き方



これからも、医師個人の業務が増えるかもしれません。

増加する高齢の患者さんは、

治療に時間と人手が必要
医療が高度化するほど

修練に年月がかかる

我が国の医療と医師の働き方



地域に必要とされる医療を持続的に提供できる社会
の実現が必要となってきます。

・・・・・ ・・ ・・・

我が国の医療と医師の働き方

今後、こうした医療を取り巻く状況の変化が見込まれる中で、



多様な医療従事者が活躍をしつづけるために、

働きやすい環境を作っていくことが大切です。

我が国の医療と医師の働き方



それぞれの医療機関で
働き方改革を進めましょう！

我が国の医療と医師の働き方

働き方改革は、職場の全員が主人公です。



診療に従事する医師は、時間外・休日労働時間の上限時間について、
以下のいずれかの水準が適用されます。

水準 長時間労働が必要な理由 年の上限時間

A水準 （臨時的に長時間労働が必要な場合の原則的な水準） 960時間

連携B水準
地域医療の確保のため、派遣先の労働時間を通算する

と長時間労働となるため
1,860時間

(各院では960時間)

B水準 地域医療の確保のため 1,860時間

C-1水準 臨床研修・専攻医の研修のため 1,860時間

C-2水準 高度な技能の修得のため 1,860時間

※月100時間未満の上限もあります（面接指導の実施による例外あり）。

複数の医療機関で勤務する場合は、労働時間を通算して計算する必要があります。

医師の健康を守る働き方 12



時間外・休日労働時間の上限：

年間 960 時間

年間960時間は上限であり、その労働時間を
義務化するものではありません。

全ての勤務医に対して、

A水準・・・・
原則的に適用される

医師の労働時間の特別則 13



地域医療の確保のため、
本務以外の副業・兼業として

派遣される際に適用される

時間外・休日労働時間の上限：

年間 1,860 時間

月間100時間未満 / 年間1860時間は上限であり、
その労働時間を義務化するものではありません。

・・・・・・ 連携B水準

医師の労働時間の特別則 14



B水準
地域医療の確保のため、

自院内で長時間労働が必要な場合
・・・・・・・・・・・・・・・

時間外・休日労働時間の上限：

年間 1,860 時間

月間100時間未満 / 年間1860時間は上限であり、
その労働時間を義務化するものではありません。

に適用される

救急医療や
高度な癌治療など

医師の労働時間の特別則 15



時間外・休日労働時間の上限：

年間 1,860 時間

月間100時間未満 / 年間1860時間は上限であり、
その労働時間を義務化するものではありません。

臨床研修医/専攻医の研修のため
・・・・・ ・・・・・・・・・

医療機関ごとに
各プログラムにおいて
想定される上限時間数が

明示されます。

明示された時間数と
適用される水準を確認し、
自分に合った研修病院を
選択しましょう。

C-1水準に長時間労働が必要な場合に

適用される

医師の労働時間の特別則 16



時間外・休日労働時間の上限：

年間 1,860 時間

月間100時間未満 / 年間1860時間は上限であり、
その労働時間を義務化するものではありません。

C-2水準
専攻医を卒業した医師の
・ ・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・ ・

技能研修のために
・ ・ ・ ・・ ・ ・

長時間労働が必要な場合に適用される

医師の労働時間の特別則 17



勤務医の健康を守るための新ルール

医師への面接指導のルールが
新しく設けられます。

長時間勤務時にも適切な休息を確保
するためのルールが設けられます。

医師の健康を守る働き方の新ルール 18



A 水準 A 水準

A 水準

B 水準B 水準

B,C-1,C-2 水準指定

C-1 水準

C-2 水準

B水準指定

※医療機関が都道府県に水準の指定申請をします。
※指定を受けた場合でも、医療機関の医師全員が連携B・B・C水準となるわけではありません。

A 水準

B 水準

C-2 水準

医師の労働時間の特別則 19



2022.4
(R4.4)

評価センターの評価

Ｃ-２水準関連
審査受審

審査結果受領

臨床研修・専門研修プログラム／カリキュラム内へ
時間外労働時間数明示

特定労務管理対象機関の指定に係る都道府県・医療機関の手続の流れ

指定結果
通知

都道府県
医療審議会
意見聴取

指定公示
評価公表

時短計画案
作成

評価センター
評価受審

評価センター
評価結果受領

指定結果
受領

Ｃ-２水準

Ｃ-１水準

厚生労働大臣（審査組織）の確認

都

道

府

県

医

療

機

関

指定申請
受付

指定申請
提出

2024.4
(R6.4)

Ｂ水準
連携Ｂ水準
Ｃ-１水準
Ｃ-２水準

Ｃ水準に関する追加事項

評価センター
評価結果受領

時短計画：医師労働時間短縮計画
評価センター：医療機関勤務環境評価センター
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医師の働き方改革の制度における

臨床研修プログラムで研修を行う

医師への対応について



特定労務管理対象機関の指定に係る都道府県・医療機関の手続の流れ

22



診療に従事する医師は、時間外・休日労働時間の上限時間について、
以下のいずれかの水準が適用されます。

水準 長時間労働が必要な理由 年の上限時間

A水準 （臨時的に長時間労働が必要な場合の原則的な水準） 960時間

連携B水準
地域医療の確保のため、派遣先の労働時間を通算する

と長時間労働となるため
1,860時間

(各院では960時間)

B水準 地域医療の確保のため 1,860時間

C-1水準 臨床研修・専攻医の研修のため 1,860時間

C-2水準 高度な技能の修得のため 1,860時間

※月100時間未満の上限もあります（面接指導の実施による例外あり）。

複数の医療機関で勤務する場合は、労働時間を通算して計算する必要があります。

医師の健康を守る働き方 23



医療機関におけるＣｰ１水準の指定申請と医師への水準適用方法

臨床研修医

研修プログラムに沿った研修のため

に時間外・休日労働が年960時間を

超える雇用契約のある医師

専攻医※１

研修プログラム／カリキュラムに

沿った研修のために時間外・休日

労働が年960時間を超える雇用契約

のある医師

いない

いる

Ｃ-１水準の指定申請 適用可能な水準

いない

いる

不要

必要

2024年４月以降も「いる」

ことが想定される場合

不要

A

C-１A

B※２連携B※２ C-１A

B※２連携B※２A

Ｃ-１水準指定を受けた医療機関は、プログラム／カリキュラムに沿って研修及び業務を行う医師全員へ
Ｃ-１水準を適用させなければならないわけではない。

※２当該医療機関が連携Ｂ・Ｂの指定を受

けている場合に限り、専攻医へこれら

の水準を適用することは妨げられない。

過去実績

24

※１ここでは、日本専門医機構の定める基本19領域の専門研修プログラム／カリ

キュラムに沿って専門研修を行う医師を指す。なお、日本専門医機構認定の

サブスペシャルティ専門医取得のための連動研修を可としている当該専門研

修プログラム／カリキュラムの研修を受けている医師はこれに含めるが、基

本19領域の専門研修プログラム／カリキュラムの研修を行わず（修了し）、

単に日本専門医機構認定のサブスペシャルティ専門医取得のための研修を行

う医師はこれに含めない。

必要

2024年４月以降も「いる」

ことが想定される場合



Ｃｰ１水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ

医療審議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準の指定を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することが地域の医療提供体制の構築方針（医療計画等）と整合的であること及び地域の医療提供体
制全般としても医師の長時間労働を前提とせざるを得ないことについて議論を行う。その際、地域の医療提供体制は、地域の医師の確保
と一体不可分であるため、地域医療対策協議会における議論との整合性を確認する。

地域医療対策協議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準指定の妥当性を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することにより、地域における臨床研修医や専攻医等の確保に影響を与える可能性があり、地域医療介護
総合確保基金事業の計画や医師確保関連予算の執行計画等、都道府県の実情に照らし、医師の確保を図るために必要と思われる事
項について協議を行い、地域の医療提供体制への影響を確認する。

議論の結果を反映

医

療

機

関

都

道

府

県

必要書類を揃えて都道府県へＣ-１水準（プログラム／カリキュラム別）の指定申請

特に、各プログラム／カリキュラムの「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の記載」が明示されている資料を添付（※）

Ｃ-１水準指定申請受付

※ 医政局医事課医師臨床研修推進室または各学会が求める、各医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の明示方法に沿って作成した資料で代用することも可能。

Ｃ-１水準指定結果通知

○ 臨床研修においては、基幹型臨床研修病院の年次報告の締切が毎年4月30日である。「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数」
については、令和５年４月30日を締切とする年次報告から記載事項となっている。年次報告は研修プログラムとともに病院ホームページに公表される。

○ 専門研修においては、基幹施設がプログラム／カリキュラムを作成し、基本領域学会の一次審査、日本専門医機構の二次審査を経て、例年秋頃に認定
され、その後専攻医の募集が開始される。

※ Ｃ-１水準の指定が申請されていない場合であっても、都道府県独自の調査等に基づき、地域医療対策協議会におけるＣ-１水準指定に関する議論を行うことは可能。
また、議論のために地域医療対策協議会を複数回開催することも可能。

25



時間外・休日労働時間の上限：

年間 1,860 時間

月間100時間未満 / 年間1860時間は上限であり、
その労働時間を義務化するものではありません。

臨床研修医/専攻医の研修のため
・・・・・ ・・・・・・・・・

医療機関ごとに
各プログラムにおいて

想定される上限時間数が
明示されます。

明示された時間数と
適用される水準を確認し、
自分に合った研修病院を
選択しましょう。

C-1水準に長時間労働が必要な場合に

適用される

医師の労働時間の特別則 26



27

複数医療機関にまたがる臨床研修プログラムにおける想定労働時間の記載方法

Ｘ
病
院
○
○
臨
床
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム

病院名
（基幹・協力）

所在地
（都道府県）

時間外・休日労働
（年単位換算）
想定最大時間数

おおよその
当直・日直回数

＊宿日直許可が取れてい
る場合はその旨記載

参考

時間外・休日労働（年単位換算）
前年度実績

Ｘ病院（基幹） 東京都 1600時間
月１・２回
宿日直許可なし

約1700時間
対象となる臨床研修医 35名

（2021年度）

イ病院（協力） 東京都 900時間
月１～３回
宿日直許可あり

約860時間
対象となる臨床研修医 ５名

うち１名は３ヶ月の研修休止あり
（2021年度）

ロ病院（協力） 東京都 1500時間
夜間の勤務が週１回（救
急科研修を目的としてい
るため）

約1580時間
対象となる臨床研修医 ２名

（2021年度）

ハ病院（協力） 山口県 100時間
臨床研修医の当直・日直
なし

臨床研修医の受入がないため
実績値なし

ニ病院（協力） 富山県 1600時間
月１回
○○科と△△科のみ宿日
直許可あり

約1800時間
対象となる臨床研修医 ２名

（2021年度）

例：X病院を基幹型臨床研修病院としたＸ病院○○臨床研修プログラムの場合

※医師の働き方改革の推進に関する検討会において、毎年の研修医募集において、研修プログラム内の他の医療機関での労働時間も含め、
募集前年度実績と想定時間外・休日労働時間数、当直・日直のおおよその回数と宿日直許可の有無を記載することとしている。

第１回 医道審議会医師分科会医師臨床研修部会（令和３年９月24日）資料２ 一部改変



年次報告における時間外・休日労働想定最大時間数の明示

28

「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数」については、令和５年４月30日を締切とする年次報告から
記載事項となっている。年次報告は研修プログラムとともに病院ホームページに公表される。

様式10
別紙５



臨床研修プログラムにおける時間外・休日労働想定最大時間数の記載様式

29

臨床研修医と雇用契約
を締結しない病院は
記載しなくてよい

研修医療機関の組合せ
によって想定される

最大時間数を記載する

＞960になる場合は、
当然Ｃ-１水準の指定が必要

研修協力施設は
記載しなくてよい



記載様式に関するご質問

30

臨床研修医・専攻医と雇用契約を締結しないことが予定されている医療機関・施設の労働時間は、
どのように記載すればよいですか？

質問

雇用契約を締結しない医療機関・施設における労働時間については、基幹型臨床研修病院及び専門研修基幹
施設の労働時間に計上されるものであると想定されます。
このため、基幹型臨床研修病院及び専門研修基幹施設の「時間外・休日労働最大想定時間数」は、雇用契約
を締結しない予定の医療機関・施設の様々な研修期間の組合せを勘案した上で、その「最大」想定時間数を
記載してください。

回答



医師の働き方改革の制度における

基本19領域の専門研修プログラム

で研修を行う医師への対応について



特定労務管理対象機関の指定に係る都道府県・医療機関の手続の流れ
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診療に従事する医師は、時間外・休日労働時間の上限時間について、
以下のいずれかの水準が適用されます。

水準 長時間労働が必要な理由 年の上限時間

A水準 （臨時的に長時間労働が必要な場合の原則的な水準） 960時間

連携B水準
地域医療の確保のため、派遣先の労働時間を通算する

と長時間労働となるため
1,860時間

(各院では960時間)

B水準 地域医療の確保のため 1,860時間

C-1水準 臨床研修・専攻医の研修のため 1,860時間

C-2水準 高度な技能の修得のため 1,860時間

※月100時間未満の上限もあります（面接指導の実施による例外あり）。

複数の医療機関で勤務する場合は、労働時間を通算して計算する必要があります。

医師の健康を守る働き方 33



医療機関におけるＣｰ１水準の指定申請と医師への水準適用方法

臨床研修医

研修プログラムに沿った研修のため

に時間外・休日労働が年960時間を

超える雇用契約のある医師

専攻医※１

研修プログラム／カリキュラムに

沿った研修のために時間外・休日

労働が年960時間を超える雇用契約

のある医師

いない

いる

Ｃ-１水準の指定申請 適用可能な水準

いない

いる

不要

必要

2024年４月以降も「いる」

ことが想定される場合

不要

A

C-１A

B※２連携B※２ C-１A

B※２連携B※２A

Ｃ-１水準指定を受けた医療機関は、プログラム／カリキュラムに沿って研修及び業務を行う医師全員へ
Ｃ-１水準を適用させなければならないわけではない。

※２当該医療機関が連携Ｂ・Ｂの指定を受

けている場合に限り、専攻医へこれら

の水準を適用することは妨げられない。

過去実績

34

※１ここでは、日本専門医機構の定める基本19領域の専門研修プログラム／カリ

キュラムに沿って専門研修を行う医師を指す。なお、日本専門医機構認定の

サブスペシャルティ専門医取得のための連動研修を可としている当該専門研

修プログラム／カリキュラムの研修を受けている医師はこれに含めるが、基

本19領域の専門研修プログラム／カリキュラムの研修を行わず（修了し）、

単に日本専門医機構認定のサブスペシャルティ専門医取得のための研修を行

う医師はこれに含めない。

必要

2024年４月以降も「いる」

ことが想定される場合



時間外・休日労働時間の上限：

年間 1,860 時間

月間100時間未満 / 年間1860時間は上限であり、
その労働時間を義務化するものではありません。

臨床研修医/専攻医の研修のため
・・・・・ ・・・・・・・・・

医療機関ごとに
各プログラムにおいて

想定される上限時間数が
明示されます。

明示された時間数と
適用される水準を確認し、
自分に合った研修病院を
選択しましょう。

C-1水準に長時間労働が必要な場合に

適用される

医師の労働時間の特別則 35



基本領域の専門研修における時間外・休日労働最大想定時間数の明示に関する様式

プログラム／カリキュラム内の、専攻医と雇用契約を締結する予定のすべての基幹施設、連携施設等の病院種別、所在都道府県、時間外・休日労働（年単位換算）の最大想定時間数、
おおよその当直・日直回数（宿日直許可が取れている場合はその旨）、及び前年度の時間外・休日労働の年単位換算実績を記入すること。
なお、この一覧を確認する医師にとって、わかりやすい記載に努めること。

病院名 種別 所在都道府県
時間外・休日労働
（年単位換算）

最大想定時間数※

専攻医に対して適用可能性のあ
る水準すべてに○を記載してく
ださい おおよその当直・日直回数

※宿日直許可が取れている場合はその旨を記載

参考
時間外・休日労働
最大時間数
（年単位換算）
前年度実績

Ａ 連携Ｂ Ｂ Ｃ-１

基幹

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

※ 想定時間数は、プログラム／カリキュラムに関連する労働時間数だけでなく、専攻医が実際に従事することが見込まれる労働時間数について、
前年度実績も踏まえ、実態と乖離することのないよう、適切に記載すること。

「医師の働き方改革の推進に関する検討会」の議論に基づき、
医療機関が本様式に関する入力を、日本専門医機構 JMSB Online System+ の一部を利用して行えるように、
現在、日本専門医機構へご相談中です。 36



「基本領域の専門研修プログラム」と「労働時間登録」の切り分け

基本領域プログラム労働時間登録の流れ
（基本領域学会の承認行為を挟まず、また、日本専門医機構による労働時間数等の審査はなく、入力のみ）

基本領域学会へプログラムを登録する際に、機構システムを利用
していない医療機関であっても、機構システム上で入力いただく。

Point

連携施設名を医療機関が手入力するのは手間が多いため、前年度にシステムで
取り込んだ連携施設の情報（名称等）を利用できるするようシステムを組む。

37

機構システムで入力



専門研修プログラム／カリキュラムにおける時間外・休日労働想定最大時間数の記載様式

プログラム／カリキュラム内の、専攻医と雇用契約を締結する予定のすべての基幹施設、連携施設等の病院種別、所在都道府県、時間外・休日労働（年単位換算）の最大想定時間数、
おおよその当直・日直回数（宿日直許可が取れている場合はその旨）、及び前年度の時間外・休日労働の年単位換算実績を記入すること。
なお、この一覧を確認する医師にとって、わかりやすい記載に努めること。

病院名 種別 所在都道府県
時間外・休日労働
（年単位換算）

最大想定時間数※

専攻医に対して適用可能性のあ
る水準すべてに○を記載してく
ださい おおよその当直・日直回数

※宿日直許可が取れている場合はその旨を記載

参考
時間外・休日労働
最大時間数
（年単位換算）
前年度実績

Ａ 連携Ｂ Ｂ Ｃ-１

基幹

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

基幹以外

※ 想定時間数は、プログラム／カリキュラムに関連する労働時間数だけでなく、専攻医が実際に従事することが見込まれる労働時間数について、
前年度実績も踏まえ、実態と乖離することのないよう、適切に記載すること。

各基幹施設が入力を行う欄
本記載は任意記載ではあるが、都道府県がＣ-１水準の指定を行う際の指定根拠資料となる。

この欄には以下のタブを設定する
※副業・兼業先も通算した上での時間
数を選択する。

≦960時間（時間数入力不要）
960時間＜（時間数入力は必須）

デフォルトは「≦960時間」が入力されて
おり、右列「Ａ」の列に〇が自動的に
入っている状態としたい。「960時間＜」
を入力者が選択した場合、時間数入力
欄が出現するほか、右列「Ａ」の列にデ
フォルトで入力されている〇が自動で消
え、「連携Ｂ」「Ｂ」「Ｃ-１」の列には、
入力者が〇を入力必須としたい。

≦960時間 〇

960時間＜
時間数：1200時間

≦960時間

≦960時間

〇

〇

〇〇

〇
960時間＜

時間数：1000時間

≦960時間 〇

≦960時間

≦960時間

〇

〇

960時間＜
時間数：1200時間 〇

〇
960時間＜

時間数：1000時間

38
医療機関が本様式に関する入力を、日本専門医機構 JMSB Online System+ の一部を利用して行えるように、
現在、日本専門医機構へご相談中です。



Ｃｰ１水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ

医療審議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準の指定を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することが地域の医療提供体制の構築方針（医療計画等）と整合的であること及び地域の医療提供体
制全般としても医師の長時間労働を前提とせざるを得ないことについて議論を行う。その際、地域の医療提供体制は、地域の医師の確保
と一体不可分であるため、地域医療対策協議会における議論との整合性を確認する。

地域医療対策協議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準指定の妥当性を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することにより、地域における臨床研修医や専攻医等の確保に影響を与える可能性があり、地域医療介護
総合確保基金事業の計画や医師確保関連予算の執行計画等、都道府県の実情に照らし、医師の確保を図るために必要と思われる事
項について協議を行い、地域の医療提供体制への影響を確認する。

議論の結果を反映

医

療

機

関

都

道

府

県

必要書類を揃えて都道府県へＣ-１水準（プログラム／カリキュラム別）の指定申請

特に、各プログラム／カリキュラムの「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の記載」が明示されている資料を添付（※）

Ｃ-１水準指定申請受付

※ 医政局医事課医師臨床研修推進室または各学会が求める、各医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の明示方法に沿って作成した資料で代用することも可能。

Ｃ-１水準指定結果通知

○ 臨床研修においては、基幹型臨床研修病院の年次報告の締切が毎年4月30日である。「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数」
については、令和５年４月30日を締切とする年次報告から記載事項となっている。年次報告は研修プログラムとともに病院ホームページに公表される。

○ 専門研修においては、基幹施設がプログラム／カリキュラムを作成し、基本領域学会の一次審査、日本専門医機構の二次審査を経て、例年秋頃に認定
され、その後専攻医の募集が開始される。

※ Ｃ-１水準の指定が申請されていない場合であっても、都道府県独自の調査等に基づき、地域医療対策協議会におけるＣ-１水準指定に関する議論を行うことは可能。
また、議論のために地域医療対策協議会を複数回開催することも可能。
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医師の働き方改革の制度における

基本19領域の専門研修プログラム修了後

の医師への対応について



時間外・休日労働時間の上限：

年間 1,860 時間

月間100時間未満 / 年間1860時間は上限であり、
その労働時間を義務化するものではありません。

C-2水準
専攻医を卒業した医師の
・ ・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・ ・

技能研修のために
・ ・ ・ ・・ ・ ・

長時間労働が必要な場合に適用される

医師の労働時間の特別則 41



特定労務管理対象機関の指定に係る都道府県・医療機関の手続の流れ

42



診療に従事する医師は、時間外・休日労働時間の上限時間について、
以下のいずれかの水準が適用されます。

水準 長時間労働が必要な理由 年の上限時間

A水準 （臨時的に長時間労働が必要な場合の原則的な水準） 960時間

連携B水準
地域医療の確保のため、派遣先の労働時間を通算する

と長時間労働となるため
1,860時間

(各院では960時間)

B水準 地域医療の確保のため 1,860時間

C-1水準 臨床研修・専攻医の研修のため 1,860時間

C-2水準 高度な技能の修得のため 1,860時間

※月100時間未満の上限もあります（面接指導の実施による例外あり）。

複数の医療機関で勤務する場合は、労働時間を通算して計算する必要があります。

医師の健康を守る働き方 43



Ｃｰ２水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ

44



Ｃ-２水準の対象技能となり得る具体的な技能の考え方

Ｃ-２水準の対象技能となり得る具体的な技能

「Ｃ-２水準の対象分野」において「Ｃ-２水準の対象技能となり得る技能」であって、その「技能の修得にやむを得ず長時間労働
が必要となる業務」が存在するもの

「技能の修得にやむを得ず長時間労働が必要となる業務」の考え方に該当
次のア～ウの１つ以上に該当

ア）診療の時間帯を選択できない現場でなければ修得できない

イ）同一の患者を同一の医師が継続して対応しなければ修得できない

ウ）その技能に関する手術・処置等が長時間に及ぶ

３

「Ｃ-２水準の対象分野」に該当

日本専門医機構の定める基本領域（19領域）において、

高度な技能を有する医師を育成することが公益上特に必要と認められる医療の分野

１

「Ｃ-２水準の対象技能となり得る技能」の考え方に該当２

かつ

かつ

具体的には

我が国の医療水準を維持発展していくために
必要とされる、医学研究や医療技術の進歩により
新たに登場した、保険未収載の治療・手術技術
（先進医療を含む）

良質かつ安全な医療を提供し続けるために、
個々の医師が独立して実施可能なレベルまで
修得・維持しておく必要があるが、基本領域の
専門医取得段階ではそのレベルまで到達する
ことが困難な技能

または
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令和５年度のＣ-２水準関連審査の流れ

１

審査員アカウントの申請
学会（組織）所属で審査員予定の医師

事前審査（システム上）
申請領域を含む複数の学会
（組織）の審査員が実施

審査委員会（オンライン）
すべての学会（組織）の審
査代表者＊が参加して実施

＊1学会（組織）あたり複数の審査員が参加可能

基本19領域
学会（組織）

審査員アカウント作成

申請書類の受理
記入内容の確認
審査担当学会（組織）の振り分け
審査依頼

事前審査のとりまとめ
審査委員会資料作成

Ｃ-２水準
審査事務局

都道府県への指定申請

技能研修計画 作成
医療機関申請書 作成

院内承認後に医療機関が申請
審査結果受領

医療機関
（場合により医師） 審査結果を提出書類

に含める

統括委員会

• 審査プロセスの妥当性に関する
定例的なチェック

• 蓄積された技能研修計画の内
容を用いた、Ｃ-２水準の技能
の考え方の定期的な見直し

• Ｃ-２水準審査事務局に届けら
れた相談内容の臨時的な検討

等

• 審査は基本19領域学会所属の医師（審査員）が、学会（組織）を代表して行う。

• 審査結果に対する医療機関及び医師の不服申し立て先は、厚生労働省となる。

• 審査の適正性・透明性の観点から、審査員自身が所属する医療機関からの申請には、当該審査員は原則、審査を行わない。

医師・医療機関アカウントの申請

医師・医療機関アカウント作成
審査結果のとりまとめ
医療機関への通知

統括委員会資料作成

令和５年７月、11月、令和６年２月の計３回を予定

記入内容に不備がある場合
連絡の上で差し戻す



Ｃ -２水準に関するホームページ「医師の働き方改革Ｃ２審査・申請ナビ」

47

医療機関およびＣ-２水準の適用を希望する医師に対して、審査に必要な情報を掲載

https://c2-shinsasoshiki.mhlw.go.jp/

令和４年度審査において承認となった
審査申請書を記載例として掲載

https://c2-shinsasoshiki.mhlw.go.jp/


長時間労働医師に対する

面接指導の体制整備



時間外・休日労働が月100時間以上となることが

見込まれる医師には、面接指導が実施されます。

※ 必要と認められる場合は、就業上の措置が講じられます。

医師の健康を守る働き方の新ルール



面接指導実施医師養成講習会に関するホームページ
「医師の働き方改革 面接指導実施医師養成ナビ」

面接指導実施医師養成講習会の受講は、こちらのホームページより可能。

そのほか、面接指導実施医師に関する情報、Q&Aも掲載。

https://ishimensetsu.mhlw.go.jp/

受講はこちらから

50
令和５年４月14日現在

約3700名の医師が受講完了



意見書作成の法的位置づけ
（面接指導実施医師養成講習会 第５章より抜粋）

51

面接指導に基づき病院又は診療所の管理者が講ずる措置

法律により管理者が行うべきこと（まとめ）

✓面接指導実施医師の意見を聴くこと
（措置を講ずる際には産業医の意見も勘案）

✓労働時間の短縮、宿直の回数の減少、その他の適切な
措置を行う

✓面接指導実施医師の意見と措置内容を記録、保存する



副業・兼業時の面接指導フローチャート

52

✓ 面接指導の結果を証明する書面の提出は、面接指導対象医師が行います。
なお、管理者は、面接指導対象医師の同意があれば、事業者や他の医療機関への提出を代行することができます。

✓ 自院の事業者に提出する書面には、管理者の措置内容等を記入してください。

✓ 面接指導対象医師が、面接指導の結果を証明する書面を提出しなかった場合、各面接指導は実施済みにならず、別途実施する必要があります。

✓ 書面の保存はＰＤＦなどの電子媒体により行うこともできます。保存期間は５年間です。

医療機関 X
（主たる勤務先）

結果の記録を作成、保存

長時間労働医師
への面接指導

実施

安衛法の面接指導
実施済となる

事業者

管理者

面接指導の

結果を証明する

書面を提出

長時間労働医師
への面接指導
実施済となる

安衛法の面接指導
実施済となる

事業者

管理者

面接指導の

結果を

証明する

書面を提出
結果を証明する

書面を保存

医療機関 Y

結果を証明する

書面を保存 結果を証明する

書面を保存

X（主たる勤務先）とYで副業・兼業している医師について、
時間外・休日労働時間が通算して１ヶ月100時間以上となる
見込みがある場合

面接指導の

結果を証明する

書面を提出



長時間労働医師面接指導結果及び意見書（様式例と記載例）
（面接指導実施医師養成講習会 第４章より抜粋）
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長時間労働医師面接指導結果及び意⾒書 [管理番号] 
 

 

面接指導結果・面接指導実施医師意⾒ 

 

対象者⽒名 

 
所属 

 

生年月日 年    月    日 

勤務の状況 

(労働時間、 

労働時間以外の項⽬) 

 

 

睡眠負債の状況 
(低) 0 

（特記事項） 

1 2 3 （⾼）(本⼈報告･睡眠評価表) 

 

疲労の蓄積の状態 
(低) 0 

（特記事項） 

1 2 3 （⾼）(労働者の疲労蓄積度自⼰診断チェックリスト) 

 

その他の⼼身の状況 

 

本⼈への指導内容 及び 管理者への意⾒（複数選択可・該当項目の左に○をつける） 

 就業上の措置は不要です 

 
以下の⼼身の状況への対処が必要です（○で囲む） 

専門医受診勧奨 ・ 面談を含む産業医連携 ・ その他（特記事項へ記載） 

 
以下の勤務の状況への対処が必要です（○で囲む） 

上司相談 ・ 面談を含む産業医連携 ・ その他（特記事項へ記載） 

（特記事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面接実施年月日 年 月 日 

面接指導実施医師 
（所属） 

 

（⽒名）※署名等 

 

 

面接指導実施医師意⾒に基づく措置内容（管理者及び事業者が記載） 

 

 

 

 

 

年    月    日   

 

確認欄（署名等）※提出を受けた医療機関で記載してください。 

医療機関名  

（管理者） （事業者） 

 

面接指導実施医師は、この点線上まで記載した段階（管理者が「面接指導実施医師意見に基づく措置内容」を記

載する前）で、本書面を被面接医に渡してください。 

※時間外・休日労働が月155時間を超えた被面接医には労働時間短縮のための措置が必要です。 

様式例
長時間労働医師面接指導結果及び意⾒書 [管理番号] 

 

 

面接指導結果・面接指導実施医師意⾒ 

対象者⽒名 細野 梨絵 

所属 小児系専攻医2年⽬ 

生年月日 ●●●●年 ●●月 ●●日 

勤務の状況 

(労働時間、 

労働時間以外の項⽬) 

・労働時間  先月：95時間  今月：73時間 

・当直は月１～２回、３日に１回はオンコール対応。 

・担当患者の対応が重なったことによって時間外勤務増加、現在は落ち着いた状況に戻る。 

 

睡眠負債の状況 
(低) 0 

（特記事項） 

1 2 3 （⾼）(本⼈報告･睡眠評価表) 

 

疲労の蓄積の状態 
(低) 0 

（特記事項） 

1 2 3 （⾼）(労働者の疲労蓄積度自⼰診断チェックリスト) 

 

その他の⼼身の状況 

・健康診断はおおむね問題なし。血圧は正常域。 

・睡眠負債は解消されている模様。 ・抑うつ、バーンアウトの徴候はみられない。 

本⼈への指導内容 及び 管理者への意⾒（複数選択可・該当項目の左に○をつける） 

 就業上の措置は不要です 

 
以下の⼼身の状況への対処が必要です（○で囲む） 

専門医受診勧奨 ・ 面談を含む産業医連携 ・ その他（特記事項へ記載） 

 
以下の勤務の状況への対処が必要です（○で囲む） 

上司相談 ・ 面談を含む産業医連携 ・ その他（特記事項へ記載） 

（特記事項） 

診療の業務管理等について見直しが必要なところはないか、確認が必要。 

事務部門と産業医で話し合いの場を設定してください。 

場合によって診療科との相談や衛生委員会での報告なども考慮。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面接実施年月日 ●●●●年 ●●月   ●●日 

面接指導実施医師 
（所属） 

△△病院 

（⽒名）※署名等 

田中 英香 

 

面接指導実施医師意⾒に基づく措置内容（管理者及び事業者が記載） 

 

 

 

 

 

年    月    日   

 

確認欄（署名等）※提出を受けた医療機関で記載してください。 

医療機関名  

（管理者） （事業者） 

 

面接指導実施医師は、この点線上まで記載した段階（管理者が「面接指導実施医師意見に基づく措置内容」を記

載する前）で、本書面を被面接医に渡してください。 

※時間外・休日労働が月155時間を超えた被面接医には労働時間短縮のための措置が必要です。 

記載例



現場の先生への周知について



医療勤務環境改善支援センター（勤改センター）の活用について
・2024年４月より医師に対する時間外・休日労働の上限規制が適用される。
・「医師の働き方改革に関する検討会」「医師の働き方改革の推進に関する検討会」を経て、令和３年５月に「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制
を確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第49号）が成立した。

勤務実態
の把握

時短計画
の作成

評価センター
による評価

の受審

時短計画に基づく取組
追加的健康確保措置の実施

医師の労働時間の短縮を計画的に進めていく上では、医療機関は
医師労働時間短縮計画を作成し、その計画に沿って医療機関の管
理者のリーダーシップの下、医療機関全体でPDCAサイクルにより
働き方改革を進めていくことが重要

医師の時間外・休日労働の上限については、36協定上の上限及び36
協定によっても超えられない上限をともに、原則年960時間（A水準）・
月100時間未満（例外あり）とした上で、地域医療の医療提供体制の
確保のために暫定的に認められる水準（連携B・B水準）及び集中的に
技能を向上させるために必要な水準（C水準）として、 年1,860時間・
月100時間未満（例外あり）の上限時間数を設定

都道府県への
指定申請

2024年4月

現状把握の方法が
わからない！

いつまでに
受審すればいいの？

都道府県の指定申請
に準備するものは？

副業・兼業先の
労働時間の取扱は？

いきサポ 検索

働き方改革の過程でお困り事が生じたら、各都道府県の勤改センターにご相談ください
（連絡先は、「いきサポ」*1に掲載されています）

様式はどれ？

*1「いきサポ」 は、「いきいき働く医療機関サポートweb」の略称で、勤務環境改善に関する好事例や、
労務管理チェックリストなどの支援ツール、セミナー情報等、勤務環境改善に取り組む医療機関のみな
さまの参考になる情報を集約・提供する厚生労働省が開設するポータルサイトです。

不安だから受審前に
色々相談したい…

いつまでに
申請すればいいの？

時短計画の
作成例はないの？

連続勤務時間制限や
勤務間インターバルって、

どう管理・運用すればいいの？

代償休息の考え方が
わからない…

医療機関

「医師の勤務実態把握
マニュアル」が御活用いただけ
ます。（いきサポ*1に掲載）

各都道府県の勤改センター
ではマニュアルに沿った集計用
エクセル表（関数設定済）

も提供。

「医師労働時間短縮計画
作成ガイドライン」を参照くだ
さい。（いきサポ*1に掲載）

各都道府県の勤改センター
で作成支援も行いますので、

ご相談ください。

受審の前に各都道府県の
勤改センターにご相談

いただけます。

申請の手続き等について、
各都道府県の

勤改センターを通じて
ご相談いただけます。

「いきサポ」掲載の資料を参
照ください。ご不明点は、各
都道府県の勤改センターへ
お問い合わせ下さい。
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医療機関での医師の働き方改革の制度周知用 解説スライド

56

制度の背景、制度内容をわかりやすく解説したスライド集を「いきサポ」に公開。

こちらのURLよりダウンロードが可能→https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/explanation

https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/explanation


医療機関での医師の働き方改革の制度周知用 eラーニング

57

医師及び医療従事者の皆さまを対象とした、「医師の働き方改革」についての基礎知識の習得に役立てていただくた

めのeラーニング教材を「いきサポ」に公開。

以下の４種類のｅラーニング教材を、公開しています。
1. 総論
2. 各論：時間外・休日労働時間の上限ルール
3. 各論：勤務医の健康を守るルール
4. 各論：タスク・シフト／シェア

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSc-vDRjauIVrnEtlm9IjfXNq_HgCg3CWmAQM9Mu214PWav9dQ/formResponse


勤務医に対する情報発信に関する作業部会 議論のまとめ（令和４年３月23日） 概要

医師の働き方改革の内容を広く勤務医に伝えるための効果的な情報発信・周知方法について、病院管理者から臨床研修医までの各世代の勤務医や
情報発信の専門家等の参集を得て、集中的に検討を行った。

58

●医師の働き方改革を進めることは、勤務医の健康と暮らしを守るだけでなく、患者にとっての医療の質・安全を確保することにつながる。
（医師としての修練は重要である一方、社会システムとしての医療の安心・安全を守るための一定のルールは必要）

発信すべきコンセプト

●医師の働き方改革を進める上では、地域の必要な医療提供体制の維持と、勤務医の健康確保をいかに両立させるかがポイントとなる。

勤務医の気づき・関心を促し、働き方改革に向けた行動変容につなげるための情報発信の方法論

今後、エビデンスに基づく情報発信の重要性に留意しつつ、厚生労働省と関係機関が協力し、効果的な情報発信に取り組んでいく。

厚生労働省が周知用の素材を作成・配布し、医療機関の負担を軽減

制度のわかりやすいスライド集・ｅラーニング教材 等

① 情報発信内容

まずは基本的な考え方
（意義と必要性）の浸透が必要

制度内容を「基礎編」・「詳細編」
に分けて解説

② 発信主体・媒体

医療機関内での発信
（掲示物・メール等）

インターネット等による発信
（信頼できる情報源として提供）

実施マニュアルや教材を作成するなど、
医療機関における実施を厚生労働省がサポート

③ 行動変容につなげる方策（例）

医療機関内での意見交換会の実施

参加者 ： 幅広い世代・診療科の医師、他職種・事務職員

内容 ： 年代・職位による働き方改革への考え方の違い
改革を進める上での課題・役割分担等

● 制度内容についての認知度が低く、周知が十分でない
（特に若手～中堅世代の認知度が低い）

● 医師の多くは院内（所属組織や同僚等）から情報を得ている

● 詳細情報はインターネット経由で得る場合が多い

現状・対象の分析

●医師の前提知識が必ずしも十分でないことを念頭に置く

● 働き方改革はいわば「組織文化」の改革。管理者・指導医の意識改革
に加え、個々の勤務医の当事者意識醸成が不可欠

●院内の日常的に顔が見える関係性での発信が効果的

● ポータルサイト等で情報を発信し、各医療機関での周知に活用

情報発信・周知の基本的考え方



医療機関での医師の働き方改革の制度周知用 意見交換会マニュアル

59

働き方改革に向けた医療機関での取組の一例として、医療機関内で意見交換会を行う場合の実施方法をまとめた

マニュアルを「いきサポ」に公開予定。

Coming

Soon



いきいき働く医療機関サポートＷｅｂ（いきサポ）

60

医師の働き方改革特設ページ

いきサポのＷｅｂレイアウトを更新しました。

いきサポでは、各種研修および宿日直許可事例の掲載など、医療機関に必要とされる情報を集約しています。

医師の働き方改革

初めての方向けページ

動画で医師の働き方改革を解説

解説スライド eラーニング



ご清聴ありがとうございました

61

• 人口減少社会において、社会を維持するためには、柔軟な働き方を可能とし、様々な制約のある方にも働

いてもらえる環境が必要（⇒子育て中の医師等の活躍機会を増やす等）

• また、少ない人員でも機能する働き方への変革が必要（⇒チーム医療の推進等）

社会構造の変化への対応

• 持続可能な医療提供体制の構築を通じ、地域医療提供の確保を。

• 医療の質と安全の確保のためにも、医師の勤務環境を改善し、休息を確保した働き方へ変わる必要がある。

（長時間労働は睡眠不足を招き、医療安全が脅かされることが確認されている。）

安全な医療の提供のためにも

• 医師にしかできない業務に集中することで、やりがいの向上へ

• 自分で自由に差配できる時間（自己投資時間）を増やすことで、家族時間の確保／研鑽時間の充実／研究

時間の確保等自らのキャリア志向に沿った行動を可能に。

医師本人にとっても

【医療事故やヒヤリ・ハットの経験（勤務時間区分ごと）】

（出典）平成29年度厚生労働省・文部科学省委託「過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業報告書（医療に関する調査）」

（平均的な１ヶ月における実勤務時間）

Belenky et al, J Sleep Res 2003Dawson & Reid, Nature 1997

【睡眠と作業能力の関係（第５回検討会 高橋正也参考人報告資料より抜粋）】

経営の視点：働き手の獲得競争への対応 ※医療機関間／他業種間


